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465,973 758,132

現 金 及 び 預 金 314,974 買 掛 金 26,945

売 掛 金 73,652 短 期 借 入 金 561,969

商 品 2,386 未 払 金 71,518

材 料 10,121 未 払 費 用 18,217

貯 蔵 品 20,851 未 払 法 人 税 等 2,317

前 払 費 用 18,740 未 払 消 費 税 等 36,560

未 収 金 25,436 預 り 金 17,981

そ の 他 の 流 動 資 産 399 賞 与 引 当 金 8,269

貸 倒 引 当 金 △589 そ の 他 の 流 動 負 債 12,834

リ ー ス 債 務 1,519

5,183,675

7,022,621 長 期 借 入 金 4,935,093

6,905,689 預 り 保 証 金 55,861

建 物 3,106,677 退 職 給 付 引 当 金 106,113

構 築 物 133,647 長 期 未 払 金 19,958

機 械 及 び 装 置 18,402 長 期 前 受 金 466

車 輌 運 搬 具 0 繰 延 税 金 負 債 56,308

工 具 器 具 備 品 69,293 リ ー ス 債 務 9,875

土 地 3,567,308

リ ー ス 資 産 10,359

18,527 1,545,234

ソ フ ト ウ エ ア 14,625 資 本 金 50,000

電 話 加 入 権 1,321

その他の無形固定資産 2,580 資 本 剰 余 金 2,085,748

資 本 準 備 金 2,050,000

その他資本剰余金 35,748

98,404

投 資 有 価 証 券 74,096 利 益 剰 余 金 △590,361

出 資 金 517 その他利益剰余金 △590,361

破 産 更 生 債 権 等 11,519 固定資産圧縮積立金 192,600

長 期 前 払 費 用 13,268 繰 越 利 益 剰 余 金 △782,961

そ の 他 の 投 資 22,352

貸 倒 引 当 金 △23,349 自 己 株 式 △153

1,552

その他有価証券評価差額金 1,552

  流  動  資  産   流  動  負  債

【 純 資 産 の 部 】

  株　主　資　本

1,546,786

7,488,595資　産　合　計

   無 形 固 定 資 産

   有 形 固 定 資 産

負債・純資産合計

評価・換算差額等

5,941,808

　 投資その他の資産

7,488,595

負　債　合　計

純 資 産 合 計

金          額 金          額

  固  定  資  産

科            目

  固  定  負  債

　貸  借  対  照  表　
（２０２２年　３月３１日現在）

（単位：千円）

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

科            目



（個別注記表）

　１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

   (1)有価証券の評価基準及び評価方法

① その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法によっている。

なお、評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定している。

② その他有価証券のうち時価のないものの評価は、総平均法による原価法によっている。

   (2)たな卸資産の評価基準及び評価方法は、最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

　　　簿価切下げの方法）によっている。

   (3)固定資産の減価償却の方法

　　① 有形固定資産（リース資産を除く）

         定額法を採用している。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に

基づく定額法によっている。

③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年3月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっている。

   (4)引当金の計上基準

① 貸倒引当金 ･･･ 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

　　　　　　　　　　　　　　　 により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上している。

② 賞与引当金 ･･･ 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準による当事業年度末の負担

額を計上している。

③ 退職給付引当金 ･･･ 従業員の退職給付に備え、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上

している。

   (5)消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用している。

　２．株主資本等変動計算書に関する注記

   (1)発行済株式の種類および株式数

当事業年度末における発行済株式の種類および株式数

普通株式 42,782株

   (2)自己株式の種類および株式数

当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式 1.2株

　３．当期純損益金額

当期純損失 243,842千円

　４．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。


